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資産運用会社における業務方法書変更に関するお知らせ 

 
ユナイテッド・アーバン投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が資産の運用を委託する資産運

用会社である丸紅リートアドバイザーズ株式会社は、本日、業務方法書の内容の一部を下記のとおり変更

することを決定しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．業務方法書の変更理由 

 本投資法人は2025年8月27日開催予定の第13回投資主総会（以下「本投資主総会」といいます。）におい

て、本投資法人の規約（以下「規約」といいます。）の一部変更に係る議案を付議する予定です（規約変

更議案の詳細については、2025年7月17日付で公表の「規約変更及び役員の選任に関するお知らせ」をご

参照ください。）。 

当該議案が可決された場合、本投資法人の運用対象資産の種類及び範囲が拡大又は明確化されることと

なるため、業務方法書の該当箇所について変更を行うものです。 

 

２．業務方法書の変更内容 

・第２条の４ 「中小企業等協同組合法」及び「信用金庫法」に定める出資の追加 

※変更内容の詳細については、別紙の「投資法人資産運用業に係る業務方法書 (新旧対照表)」をご参照ください。 

 

３．業務方法書の変更日及び届出予定日 

（1）変 更 日：2025年8月27日（予定）（注） 

（2）届出予定日：変更後遅滞なく、金融商品取引法その他適用ある法令・規則等に従い、必要となる届

出等の手続きを行います。 
（注）業務方法書は、本投資主総会において規約の一部変更に係る議案が可決されることを条件として変更いたします。 

 

４．運用状況の見通し 

  本変更による業績への影響はなく、本投資法人の2025年11月期（第44期）及び 2026年5月期（第45期）

の運用状況の予想について修正はありません。 

以 上 

 

＊ ユナイテッド・アーバン投資法人のホームページアドレス ： https://www.united-reit.co.jp 

  

https://www.united-reit.co.jp/
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【別紙】 

投資法人資産運用業に係る業務方法書 (新旧対照表) 
 

（注）改定前・改定後ともに、改定のある箇所のみ記載しており、それ以外の箇所に関しては記載を省略しております。 

なお、下線は改定箇所を示します。 

現  行 改定案 

第２条 運用対象資産の種類 
１．～３．（記載省略） 
４．当社は、第１項から第３項までに定める特定

資産のほか、以下に掲げる資産により資産の運
用を行うことがある。但し、投資法人が定める
資産運用の基本方針のために必要若しくは有用
と認められる場合又は投資法人の組織運営に必
要若しくは有用と認められる場合（投資法人の
商号に係る商標権等に投資して資産を運用する
場合を含む。）に資産として運用できるものとす
る。 

（１）～（８）（記載省略） 
（新設） 
（新設） 
（９）（１）から（８）までのほか、不動産等、不

動産対応証券、不動産関連ローン等資産又はイ
ンフラ等関連資産の投資に付随して取得が必要
又は有用となるその他の権利 

（１０）外国の法令に基づく（１）から（９）ま
でに掲げる資産と同様の性質を有する資産 

 
第２２条 投資対象の種類等 
 当社が行う投資運用業にかかる投資の対象につ
いては、以下のとおりとする。 
１.投資の対象とする有価証券及びデリバティブ取

引にかかる権利の種類は、第２条第１項（４）
から（８）まで、第２項、第３項（３）、（５）
から（７）まで、（９）、（１２）及び（１３）並
びに第４項（８）及び（１０）（但し、同条第４
項（８）に掲げる資産と同様の性質を有する資
産に限る。）に掲げる権利とする。 

２.投資の対象とする金商法第２条第２項第１号又
は第２号に掲げる権利にかかる信託財産の種類
は、第２条第１項（４）、（５）、（７）及び
（８）、第３項（６）並びに第４項（８）及び
（１０）（但し、同条第４項（８）に掲げる資産
と同様の性質を有する資産に限る。）に掲げる財
産とする。 

３.（記載省略）  
４.投資の対象とする有価証券又はデリバティブ取

引にかかる権利以外の資産は、第２条第１項
（１）から（３）まで及び（８）、第３項
（１）、（２）、（４）、（８）、（１０）及び（１
１）並びに第４項（１）から（７）まで、（９）
及び（１０）（但し、同条第４項（８）に掲げる
資産と同様の性質を有する資産を除く。）に掲げ
る資産とする。 

 
附則 
（記載省略） 
 
 

第２条 運用対象資産の種類 
１．～３．（現行のとおり） 
４．当社は、第１項から第３項までに定める特定資

産のほか、以下に掲げる資産により資産の運用
を行うことがある。但し、投資法人が定める資
産運用の基本方針若しくは借入れのために必要
若しくは有用と認められる場合又は投資法人の
組織運営に必要若しくは有用と認められる場合
（投資法人の商号に係る商標権等に投資して資
産を運用する場合を含む。）に資産として運用で
きるものとする。 

（１）～（８）（現行のとおり） 
（９）「中小企業等協同組合法」に定める出資 
（１０）「信用金庫法」に定める出資 
（１１）（１）から（１０）までのほか、不動産

等、不動産対応証券、不動産関連ローン等資産
又はインフラ等関連資産の投資に付随して取得
が必要又は有用となるその他の権利 

（１２）外国の法令に基づく（１）から（１１）ま
でに掲げる資産と同様の性質を有する資産 

 
第２２条 投資対象の種類等 
 当社が行う投資運用業にかかる投資の対象につい
ては、以下のとおりとする。 
１.投資の対象とする有価証券及びデリバティブ取

引にかかる権利の種類は、第２条第１項（４）
から（８）まで、第２項、第３項（３）、（５）
から（７）まで、（９）、（１２）及び（１３）並
びに第４項（８）及び（１２）（但し、同条第４
項（８）に掲げる資産と同様の性質を有する資
産に限る。）に掲げる権利とする。 

２.投資の対象とする金商法第２条第２項第１号又
は第２号に掲げる権利にかかる信託財産の種類
は、第２条第１項（４）、（５）、（７）及び
（８）、第３項（６）並びに第４項（８）及び
（１２）（但し、同条第４項（８）に掲げる資産
と同様の性質を有する資産に限る。）に掲げる財
産とする。 

３.（現行のとおり）  
４.投資の対象とする有価証券又はデリバティブ取

引にかかる権利以外の資産は、第２条第１項
（１）から（３）まで及び（８）、第３項
（１）、（２）、（４）、（８）、（１０）及び（１
１）並びに第４項（１）から（７）まで、
（９）、（１０）、（１１）及び（１２）（但し、同
条第４項（８）に掲げる資産と同様の性質を有
する資産を除く。）に掲げる資産とする。 

 
附則 
（現行のとおり） 
改定 2025年 8月 21日（実施 2025年 8月 27日） 

 


